
1 はじめに 

1.1 地方自治体における災害対応の課題と現状 

地方自治体における過去の災害対応において, 災害

の全体像への理解不足や，人員配置マネジメントの欠

如に伴う，非効率な人員投入，組織間のアンバランス

な負担，非効率な応援受援などが発生している． 

例えば，非効率な人員投入については，避難所運営，
物資業務など，自治体が必ずしもノウハウを持たない
業務に多くの人員が取られる. 結果として，復旧・復
興に本当に必要な業務への投入が薄くなる事例が報告
されている．1) 2) また，紅谷ら(2011)3)が指摘してい
る通り，不眠不休で働いている部署がある一方，定時
で仕事を終える部署があるなど，組織間でアンバラン
スな負担が発生している.  
加えて，人員配置マネジメントの欠如は非効率な応

援・受援にもつながっていると考えられる．例えば，
鍵屋(2017)4)は熊本地震において発生した事象として，
被災自治体に必要な応援人数を問い合わせても，「ど
の業務に何人程度という数字は出てこない」ことなど
も指摘されている.  
1.2 業務継続計画について 

上記の課題を解決するための計画として, 地方自治
体の業務継続計画(以下BCP)や受援計画が挙げられる．
BCPでは事前に継続すべき重要業務を特定し, 重要業
務を継続するための要員の確保や重要拠点の維持など
の計画する. しかし，多くのBCPは定性的な検討に留ま
り，「どの業務に，いつ頃，何人の職員を配置するか」
という定量的な検討は少ない．加えて,  想定する被害
は基本的に単一であるため，被害想定に基づく対応計
画は適用性や汎用性が低いことが懸念される． 

1.3 目的 

本研究では，災害被害量から「どの業務に、いつ頃、
何人の職員を配置するのか」といった, 必要人員投入
量を定式化する. 加えて, 人員配置シミュレーション
を行い災害対応時の最適な人員配置を明らかにし地方
自治体の業務継続計画最適化手法の構築を行う. 
よって, 必要な応援職員数や事前対策の効果の評価

が可能になる．それにより，BCPや受援計画のより定量
的かつ実践的な改善と，実災害対応における全体最適
の視点での効率的な人員配置に資することを目指す.  

2 関連研究 

被害量に基づき，発生する必要人員投入量を定量的
に予測した事例として，東日本大震災の被災市町村を
対象とした稲葉ら(2015)5)の研究があるが，各被災市町
村の業務別の投入人数割合を，石巻市の投入割合と同
じとする仮定を置くなど，必ずしも十分な精度を有し
ていない． 
これを踏まえ，井上ら(2018)6)は2016年熊本地震発

生後，計16の市町村を対象に「災害対応投入量調査」
を実施し，この結果を基に，被害量から必要人員投入
量を求める予測式を構築している． 
しかし, 予測式は，熊本地震の実績をベースとして

おり，これは事前の準備が不十分で，災害後の混乱の
中で非効率な対応を含まれた結果を示している. 

3 方法と今後の展望 

本研究では, 文献調査および災害対応の投入量の調
査を通して， 被害規模と各種災害対応業務期間の実績
値を収集し，これを統計的に処理することで，被害量
から必要人員投入量の定式化を行う.  
人員配置シミュレーションを行うにあたり，災害対

応業務の定義とその依存関係の構築を行う．シミュレ
ーションを実施することにより災害対応時の最適な人
員配置を明らかにすることによって， 地方自治体 BCP
における業務担当分担，人員配置，通常業務実施率等
の策定，見直しに活用することが期待される． 
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概要－   過去の災害において，災害の全体像への理解不足，地方自治体に対する非効率な
応援受援などが発生している. 本来ならば，これらの人員配置や応援人員の受け入れにお
ける課題を解決するための計画として， 地方自治体の BCP（業務継続計画）や受援計画が
挙げられる．しかし，多くの BCP は定性的な検討に留まり，「どの業務に，いつ頃， 何
人の職員を配置するか」という定量的な検討は少ない．そこで本研究では, 被害量から必
要人員投入量を定式化する. 加えて, 人員配置シミュレーションを行い災害対応時の最適
な人員配置を明らかにし業務継続計画最適化手法の構築を行う. 
キーワード:  BCP, 災害対策, 地方自治体 


